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宮崎市高岡交流プラザ指定管理者業務仕様書
この仕様書は、宮崎市高岡交流プラザ（以下「交流プラザ」という。）の管理運営における指定管理者が行う業務の内容及びその仕様を示すものである。

指定管理者には、交流プラザの管理運営を行うにあたり、効果的・効率的な運営を行い、市民等の使用促進の向上を期待しており、本書の仕様をみたす限りにおいて自由に事業計画を立てられるものとする。

第１　施設の管理運営業務の基本方針

指定管理者は、交流プラザの管理運営にあたっては、次の基本方針に沿って行うこと。

１　宮崎市の公の施設であることを常に念頭におき、市民の福祉の増進に努め、市民の公平

な使用に供するよう管理運営を行うこと。

２　施設の設置目的に資するよう適切な管理運営を行うこと。

３　使用者の声を常に把握し、施設の管理運営に反映させること。

４　使用者に対する接遇について充分注意するとともに、定期的な接遇研修を実施すること。

５　施設使用者の安全確保に努めること。

６　使用者等の個人情報の保護を徹底すること。

７　その他市民サービスの観点から、積極的に自主事業に取組むこと。

８　管理運営にあたっては、市と緊密な連携を取ること。

第２　管理運営業務の対象となる施設

１　施 設 名　　　宮崎市高岡交流プラザ

２　所 在 地　　　宮崎市高岡町浦之名4365番地4
３　設置目的
　　　高岡西部地区の魅力あるまちづくりを推進するため、防災機能を兼ね備

えた地区住民の交流の場・地域活動の拠点となるコミュニティ施設並び

に多目的グラウンドを整備する。

４　敷地面積　　　3５,３６８㎡

【本体施設】　鉄骨造1階建

（建築面積：1,409.10㎡、延床面積：1,292.46㎡）

【多目的グラウンド】　面積12,100㎡

（110m×110m、全体：真砂土、外周4m幅：芝）
５　施設内容　　　下記のとおり

【本体施設】

	名称
	面積（㎡）
	内容

	会議室
	110.00
	・定員約70名

・2つの部屋に仕切ることも可能

・災害時は机などを収納し、広間としての利用を想

定

	和室
	64.40
	・子育て支援や、健康増進、介護予防、生きがいづく

り等の講座に利用できる。

・また、趣味活動に気軽に参加できる交流の場として

利用できる。

・災害時は就寝スペースでの利用を想定

	調理室
	49.50
	・料理教室等に利用できる。

・また、施設で地域の祭りやイベント等を開催する場

合は、炊き出し等に利用できる。

・災害時は炊き出し等での利用を想定

	多目的室(1)
	36.00
	・小規模な会議や研修、講座に利用できる。

・隣接の作業室との仕切りをなくすことが可能で、多

人数での陶芸教室等の際には、多目的室(1)と作業室

を一体的に利用することもできる。

	多目的室(2)
	36.00
	・小規模な会議や研修、講座に利用できる。

・壁は防音加工を施しており、音楽室としても利用で

きる。

	作業室・窯場
	計54.50
	・窯場には本格的な陶芸教室を実施するためのガス窯を設置

・作業室にはロクロや作業台を設置

・多目的室(1)と作業室を一体的に利用することもできる。

	多目的ホール

（アリーナ）
	487.42
	・大規模な研修や集会に利用できる。

・また、各種レクレーションやスポーツにも利用できる。

・9人制バレーなら1面、ミニバレーやバドミントンなら3面をとれる広さ。

・災害時は多数の避難者のための大広間としての利用を想定


【多目的グラウンド】

	名称
	面積（㎡）
	内容

	多目的

グラウンド
	12,100.00
	・外周を芝で囲った土のグラウンドで、広さは110m×110m

・屋外での大規模イベントや地域行事等に利用できる。

・野球やサッカー、グラウンドゴルフなどの屋外スポーツにも利用できる。

・災害時は車両や農機具の早期避難スペースとして、また避難者の駐車場としての利用を想定

・災害対応が長期化する場合には、仮設住宅の設置場所としても利用できる。

	屋外トイレ
	－
	・多目的グラウンドに隣接する形で屋外トイレを設置

・男子トイレ（小2基、大1基）、女子トイレ（2基）、多目的トイレ（1基）を設置

・水飲み場も併設する。


第３　開館時間及び休館日

１　開館時間等

（１）交流プラザの開館時間　　　　　　　　　 午前9時から午後10時まで

（２）多目的グラウンドの使用時間

・5月1日から9月30日までの期間
午前9時から午後6時まで

・10月1日から4月30日までの期間
午前9時から午後5時まで

ただし、市長が必要であると認めるときは、開館時間又は使用時間を変更することができる。

２　休館日

（１）火曜日

（２）12月29日から翌年1月3日まで

ただし、市長が必要であると認めるときは、開館日に休館し、又は休館日に開館することができる。

第４　法令等の遵守等

１　法令等の遵守

指定管理者は、施設の管理運営業務を行うにあたっては、以下の関連法令等を遵守する

こととする。

・地方自治法

・地方自治法施行令

・宮崎市高岡交流プラザ条例

・宮崎市高岡交流プラザ施行規則

・宮崎市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例

・宮崎市情報公開条例

・宮崎市個人情報保護条例

・宮崎市行政手続条例

・宮崎市暴力団排除条例

・宮崎市財務規則

・労働関係法令

・消防関係法令

・その他の関係法令等

※指定期間中、関係法令等に改正があった場合は、改正された内容に置き換える。
なお、改正に伴い、管理運営業務が追加・削除されるなど、経費に係る増減が生じる場合は、協議により指定管理料を改定するものとする。
２　個人情報の取扱い

指定管理者は、管理運営業務に関連して取得した個人情報については、適切に取り扱う

こと。

なお、協定締結にあたっては、「個人情報取扱特記事項」を付加するものとする。

３　守秘義務の遵守

指定管理者は、管理運営業務に関し知り得た秘密を外部に漏らし、又は他の目的に使用

してはならない。また、指定期間終了後の場合も同様の取扱いとする。

なお、管理運営業務の一部を第三者に委託等した場合、当該第三者に対しても同等の守

秘義務を負わせなければならないことに留意すること。

４　情報公開

指定管理者は、宮崎市情報公開条例の趣旨に則り、指定管理者が所掌する交流プラザの

管理運営業務について、情報の公開が推進されるように努めること。

５　損害賠償

指定管理者は、故意又は過失により管理物件を損傷し、又は滅失したときは、それによ

って生じた損害を市に賠償しなければならない。

ただし、指定管理者に特別の事情があると市が認めたときは、市は、その全部又は一部

を免除することがある。

６　保険

指定管理者は、自らのリスクに対応して、自らの負担において仕様書の範囲で保険に加

入すること。

なお、指定管理者は、市が加入する「全国市長会　市民総合賠償補償保険」の被保険者

とみなされる。指定管理者が対象者となる賠償責任保険の内容は、次のとおり。

《賠償責任保険の内容》（平成３０年度の加入内容）

支払限度額
身体賠償
（1名につき）
1億5,000万円


身体賠償
（1事故につき）
15億円


財物賠償
（1事故につき）
2,000万円

免責金額

（1事故につき）
なし

第５　指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲

１　施設の管理運営に関する業務

（１）宮崎市高岡交流プラザ条例に規定する業務の実施

指定管理者は、宮崎市高岡交流プラザ条例（平成23年条例第40号）第2条に規定する業務を行うものとし、具体的には、下記の業務を行うものとする。

①市民の交流の促進を図るための運動会や感謝のつどいなどの祭りといった各種イベントを実施すること。

②教養・趣味・娯楽・レクリエーション等の講座や研修会を実施すること。

③作業室で創作した陶器類の展示販売会等については、事前に市の承認を得た事業であれば、当該事業による収益を自らの収入とすることができる。

【抜粋】宮崎市高岡交流プラザ条例
	（設置）

第1条　市民の交流の促進及び地域の連帯感の醸成を図るため、宮崎市高岡交流プラザ（以下「交流プラザ」という。）を宮崎市高岡町浦之名4365番地4に設置する。

（事業）

第2条　交流プラザは、前条に規定する目的を達成するため、次に掲げる事業を行う。

(1)　市民の交流の促進に関すること。

(2)　講座、研修会等の開催に関すること。

(3)　施設の提供に関すること。

(4)　前3号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事業




（２）地域防災等に関連する業務の実施

①指定管理者は、災害時に備え、使用者の避難、誘導、安全確保等及び必要な通報等について危機管理マニュアルを作成すること。

②交流プラザは、市の避難所に指定されているため、災害や緊急事態により避難所が開設される場合には、市と連絡をとり的確に対応すること。

③平常時は、高岡西部地区を中心に市民一体となった防災訓練を定期的に実施するとともに、防災講座の実施や啓発チラシ等による防災意識の向上に努めること。

④その他、市と連絡を取り、適切に対処すること。

（３）市の事業への協力及び関係団体との連携

指定管理者は、必要な範囲において、市が実施する事業に協力するとともに、高岡ま

ちづくり委員会や高岡地区自治公民館連絡協議会等、関係団体とも連携すること。

（４）緊急時の対応

①指定管理者は、施設の使用者や来館者等の急な病気・けがに対応できるよう、危機管理マニュアルを作成するとともに、近隣の医療機関を把握するなど的確な対応を行うこと。

②AEDについては、職員がその操作を熟知しておくとともに、施設内に設置の掲示をすること。また、AEDのバッテリー交換の時期や除細動パットの使用期限を把握し、適宜更新を行うこと。

③事故等の緊急時や災害時は、直ちに市や関係機関に報告すること。

（５）使用者の意見等の把握・分析

①指定管理者は、アンケート等の実施により使用者等の意見を把握・分析し、運営に反映させるよう努めるとともに、結果について、市に報告すること。

②使用者からの苦情･要望等については、その内容や対応について記録し、必要に応じて、市に報告すること。

（６）広報に関する業務

指定管理者は、施設の使用促進及び情報提供のために、インターネットや紙媒体等、様々な手段を通じて広報活動に努めること。

２　施設の貸出に関する業務

（１）使用の受付等に関する業務

使用形態は、一般使用と年間調整使用に分類される。

また、一般使用は、高岡地区のまちづくり団体による使用、高岡地区のグループ等に

よる使用、その他の一般使用に分類される。

それぞれの使用形態による使用基準や、使用許可申請の取扱事務については、条例及

び規則に基づき適正に処理すること。

①高岡地区のまちづくり団体による使用

施設は、高岡地区のまちづくりの拠点としての位置づけであるので、高岡まちづくり

委員会や高岡地区自治公民館連絡協議会等、高岡地区のまちづくり団体に対しては、そ

の他の一般使用に先立って3ヶ月前から使用許可申請を受け付けることができる。

また、使用料については、原則として減額・免除とする。

②高岡地区のグループ等による使用

施設は、高岡地区のまちづくりの拠点としての位置づけであるので、高岡地区の市民

を中心に構成されるグループ等に対しては、グループ登録を行ったうえで、その他の一

般使用に先立って3ヶ月前から使用許可申請を受け付けることができる。

また、使用料については、原則として減額・免除は行わない。

③その他の一般使用

高岡地区のまちづくり団体、高岡地区のグループ等に該当しない、その他の一般使用
の場合は、条例及び規則にしたがって、2ヶ月前から使用許可申請を受け付けるものと

する。

また、使用料については、原則として減額・免除は行わない。

④年間調整使用

大会・イベント等、規模の大きい行事等で、年間行事として使用場所を確定しておか

なければ開催に支障をきたすものを対象とする。

年間調整にあたっては、年1回もしくは2回の受付期間を設け、説明会を開催し、使

用許可申請の仮受付及び内定通知を行う。

また、市の主催事業についても同様の取扱いとする場合がある。

（２）使用者への対応業務

使用者に対して施設の使用案内や助言を行うなど、快適な使用環境を提供することとする。

また、大会・イベントの受入れにあたっては、受入れ態勢を確保し、主催者等への支援を行うこととする。

（３）使用料の収受に関する業務

この業務については、別途委託契約を締結するものとする。

	使用料の徴収
	・使用許可書を発行する際に、使用料の徴収と領収証の交付を行う

こと。

・徴収した使用料について受託収入金内訳書と払込書を作成し、速やかに指定金融機関に入金すること。

	使用料の減免
	・減免の対象となる使用者が使用申込みを行ったときは、減免申請書を預かり市へ転送する。

・減免の決定権は市に帰属する。

	使用料の還付
	・使用取りやめ届を受付け市に転送する。

・還付の決定権は市に帰属する。


３　施設の維持及び保全に関する業務

（１）維持管理・保守点検

指定管理者は、施設・設備について、下記のとおり維持管理及び保守点検業務を行うものとする。

維持管理及び保守点検業務の一部を専門業者に再委託する場合は、市の承認を得ること。

	№
	項目
	種別
	備考

	1
	消防設備・防火対象物保守点検
	法定
	機器点検（年2回）

総合点検（年1回）

	2
	浄化槽保守点検、清掃、法定検査（屋内・屋外）
	法定
	保守点検（毎月）

清掃（年1回以上）

法定検査（年1回）

	3
	自家用電気工作物保守点検
	自主
	年6回（隔月1回）

	4
	冷暖房保守点検
	自主
	年2回（冷暖房切替時）

※フィルター清掃等含む

	№
	項目
	種別
	備考

	5
	機械警備
	自主
	開館日（22時～8時半）

休館日（終日）

	6
	清掃業務
	自主
	開館日は毎日

	7
	植栽管理
	自主
	年2回以上

（剪定及び薬剤散布）

	8
	グラウンド管理
	自主
	芝刈（年3回以上）

除草（年1回以上）

整地（年４回以上）

	9
	屋外トイレ管理（清掃等）
	自主
	週2回以上

	10
	法面管理（草刈等）
	自主
	年2回以上

	11
	調整池管理（沈砂池浚渫）
	自主
	年1回以上（沈砂池浚渫）


（２）修繕業務

指定管理期間中は業務が円滑に遂行されるよう、施設の劣化を防止し、施設の機能及
び性能を維持するため、計画的に修繕を行うこととする。
ただし、1件20万円超の修繕については市にて執行する。

（３）備品及び消耗品について

市が所有する備品及び消耗品については、無償で貸与する。

指定管理者は、施設における活動及び運営に支障をきたさないよう、備品及び消耗品

の管理を行うとともに、指定管理者の負担において修理及び更新を行うこと。

また、備品及び消耗品は、指定管理業務終了後、整備点検のうえ返却すること。

なお、自主事業に際して必要な備品の整備については、指定管理者の負担とする。

（４）公共料金等支払業務

指定管理者は、施設にかかる公共料金等（水道料、電話料、電気料、プロパンガス料

等）を遅滞なく、それぞれの請求元に支払うこととする。

また、支払の実績を毎月、市へ報告するものとする。

第６　使用許可等にかかる権限（責任）の所在

使用許可等にかかる指定管理者と市の権限（責任）の所在については、次表のとおりとする。

	項目
	指定管理者
	宮崎市
	備考

	1　施設使用許可（目的内）に関すること
	
	
	※1

	　①使用許可申請受付（変更を含む）
	○
	
	

	　②使用許可書交付
	○
	
	

	　③施設使用料収納
	○
	
	

	　④使用料未納督促
	
	○
	

	項目
	指定管理者
	宮崎市
	備考

	　⑤施設に対する問合せ等（視察対応を含む）
	○
	
	

	2　減額・免除に関すること
	
	
	※1

	　①使用料減免申請書預かり
	○
	
	

	　②使用料減免申請書受付
	
	○
	

	　③使用料減免許可書交付
	
	○
	

	3　使用料の還付が発生する場合に関すること
	
	
	※1

	　①使用取りやめ届受付
	○
	
	

	　②使用取りやめ届認定
	
	○
	

	　③施設使用料還付
	
	○
	

	4　施設内の各種許可に関すること
	
	
	※2

	　①行政財産の目的外使用許可申請受付
	
	○
	

	　②行政財産の目的外使用許可書の交付
	
	○
	


※1
この業務については、別途委託契約を締結するものとする。

※2
この業務については、原則として市が受け付けるものとするが、指定管理者においても預かることができるものとし、その場合は市に速やかに連絡し書類を送付するものとする。

第７　職員の確保、労働条件等
１　職員の確保

指定管理者は、当該業務内容を精査したうえで、使用者へのサービス、施設の適切な管

理等をふまえ、指定管理開始までに、職員を確保し、適切な人員配置を行うものとする。

２　労働条件等

雇用する職員の雇用条件等については、適切な給与水準のもと、労働基準法等の関係法

令を遵守することとともに、職員の福利厚生、職場環境等に十分配慮するものとする。

３　職員の配置基準

（１）施設の管理運営業務を行う管理責任者を1名配置すること。

（２）原則として職員2名以上を常駐することとし、事業の実施状況や時間帯、使用状況

に応じて適切に職員を配置すること。

（３）管理運営業務に携わる職員は、パソコンによるデータ管理・入力等ができること。

（４）職員の資質を高めるための研修を実施し、施設の管理運営に必要な知識と技術の習
得に努めること。
第８　計画書、報告書等の提出

１　実施計画書の提出

指定管理者は、毎年度の維持管理業務の実施に先立ち、実施体制、実施行程等の必要な

事項について実施計画書を提出すること。

２　事業報告書の提出

指定管理者は、宮崎市公の施設に係る指定管理者の指定の手続き等に関する条例第7条

の規定により、毎年度の事業報告書を年度終了後60日以内に提出すること。

事業報告書の内容（自主事業の収支を含む）は、次のとおりとする。

（１）管理業務の実施状況

（２）施設の使用状況（月別）

（３）使用料金の収入実績（月別）

（４）管理に係わる経費の収支状況

（５）その他、交流プラザの管理運営において市が必要と認める事項

なお、市が必要と認めるときは、随時、各種書類の提出に応じること。

３　収支予算書の提出

指定管理者は、次年度の収支予算書を、前年度の10月末日までに提出すること。

第９　調査、監督及び監査

１　市は、施設の適正な管理運営を期すため、指定管理者に対して、当該業務内容または経理の状況に関して報告を求め、実地調査を行い、必要な指示をすることができる。

２　市は、指定管理者が市の指示に従わない場合や、指定管理者の経営状況が著しく悪化しているなど、施設の適正な管理運営に支障が生じる恐れがある場合は、指定を取り消し、又は期間を定めて業務の全部または一部の停止を命ずることができる。

３　市又は監査委員が必要と認めるときは、指定管理者が行う管理運営業務にかかる事務について監査を行う。

第１０　備品、消耗品等の所有権

１　指定管理者に貸し付ける備品等については、市の所有とし、その使用及び保管は十分注意すること。

２　指定管理者が自ら購入・搬入した備品等については、指定管理者の所有とする

　　ただし、指定管理期間終了後の物品の取扱いについては、新旧の指定管理者と宮崎市の間で協議を行うものとする。

第１１　リスク分担

指定管理者と市のリスク分担については、次表のとおりとする。

その他の場合や特別の事情があると認めた場合については、指定管理者と市で協議のうえ決定する。

	項目
	内容等
	市
	指定管理者

	１　施設、設備、備品、資料等の損傷等


	指定管理者による管理の瑕疵によるもの
	
	○

	
	第三者の行為、経年劣化等による損傷等で

小規模なもの：20万円以下／件
	
	○

	
	第三者の行為、経年劣化等による損傷等で

大規模なもの：20万円超／件
	○
	

	
	施設の設置に関する瑕疵によるもの
	○
	

	２　管理、運営にかかる事故等による第三者への損害賠償
	指定管理者の責に帰すべき事由によるもの
	
	○

	
	施設の設置に関する瑕疵によるもの
	○
	

	３　不可抗力への対応
	不可抗力（暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然的又は人為的な現象）に起因する施設修繕、事業中断等による経費増等
	○
	

	４　物価変動、金利変動、税制の変更（※）による管理運営経費の増
	
	※1
	○

	５　法制度の改正、行政的理由による事業内容の変更等による管理運営経費の増
	
	○
	

	６　事業終了時の対応（撤収・施設等の原状回復・引き継ぎ）
	
	
	○

	７　保険の加入
	施設賠償責任保険
	○
	※2


※１税制の変更のうち、指定管理料に係る消費税の税率変更による増は、市の負担とする。

※２指定管理者が実施する自主事業については、「全国市長会　市民総合賠償補償保険」の対

象とならない。そのため、指定管理者は自らのリスクに対応して、自らの負担において

必要に応じて保険に加入すること。　

第１２　実績評価・モニタリングについて

１　モニタリングの実施

　　市は、必要に応じて管理業務の実績について評価を行う。指定管理者は、市の行う評価に協力しなければならない。

　　また、指定管理者は、指定期間中の適正な管理を確保するため、毎年市が行うモニタリングに協力するとともに、自らもモニタリングを実施するものとする。

２　業務が基準を満たしていない場合の措置

　　事業報告書やモニタリングの結果、指定管理者の業務が基準を満たしていないと判断した場合、市は指定管理者に対して必要な改善措置を講じるよう通知や是正勧告を行い、それでも改善が見られない場合、指定を取り消すことができる。　

	モニタリング
指定管理者による公共サービスの履行に関し、条例、規則及び協定等に従い、適切かつ確実なサービスの提供が確保されているかを確認すると同時に、市が示したサービス水準を満たしているかを確認する手段。


第１３　事業の継続が困難となった場合の措置等

１　指定管理者の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合の措置

市は、指定管理者の指定を取り消す等の措置をとることとする。この場合、市に生じた

損害は、指定管理者が賠償するものとする。

また、次期指定管理者が円滑かつ支障なく施設の管理運営業務を遂行できるように引継
ぎを行うものとする。
２　その他の事由により事業の継続が困難となった場合の措置

災害その他の不可抗力、市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由により

業務の継続が困難となった場合、事業継続の可否について協議を行うものとする。

なお、一定期間内に協議が整わない場合、指定管理者の協定を解除できるものとする。

また、次期指定管理者が円滑かつ支障なく施設の管理運営業務を遂行できるように引継

ぎを行うものとする。

第１４　その他

１　事務の引継ぎ

　　指定管理者は、指定期間が満了したとき（継続して指定管理者に指定されたときを除く）または指定が取り消されたときは、次期指定管理者が円滑かつ支障なく業務を遂行できるよう、業務の引継ぎを行うとともに、必要なデータ等を遅滞なく提供しなければならない。

２　その他

　　その他、この仕様書に記載のない事項及び業務の内容・処理について疑義が生じた場合は、市と指定管理者が協議のうえ処理する。
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